
 
 

 

 

平成２９年度予算編成方針について 

 

 

１ 国の動向 

  内閣府が発表した９月の月例経済報告では、景気認識を示す基調判断を「景気は、

このところ弱さもみられるが、緩やかな回復基調が続いている」としており、「先行

きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩や

かな回復に向かうことが期待される」とする一方、「海外経済で弱さがみられており、

中国を始めとするアジア新興国や資源国等の景気が下振れし、我が国の景気が下押し

されるリスクがある」としている。 

    これを受けた国の政策の基本的態度は、東日本大震災からの復興・創生に向けて

取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なものとし、経済再生と財政健全化の双

方を同時に実現していくため、「経済財政運営と改革の基本方針 2016」、「日本再興戦

略 2016」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2016」及び「ニ

ッポン一億総活躍プラン」を着実に実行するとしている。 

  平成２９年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針は、「経済財政運営と改

革の基本方針 2016」を踏まえ、引き続き、「経済財政運営と改革の基本方針 2015」で

示された「経済・財政再生計画」の枠組みの下、手を緩めることなく本格的な歳出改

革に取り組むこととし、歳出全般にわたり、平成２５年度予算から平成２８年度予算

までの安倍内閣の歳出改革の取組を強化するとともに、施策の優先順位を洗い直し、

無駄を徹底して排除しつつ、予算の中身を大胆に重点化することとしている。 

 

２ 本市の方針 

平成２９年度は、本市が直面する構造的な重要課題である人口減少、少子・高齢化と

いう課題に対する施策横断的な連携を推進するため、昨年度策定した、まち・ひと・

しごと創生法に基づく総合戦略に掲げる事業を最優先事業と位置づけ、地方創生に向

けた好循環を生み出せるよう優先的に予算確保をする。 

その他行政経費については、引き続き、施策優先度に基づいた予算配分を行った中で、

事務事業優先度評価を用いたこれまで以上の事業の選択と集中により、目標財政規模

内での予算編成を行うこととする。 

なお、普通建設事業費と大型維持補修費については、優先度の高い事業から早期に目

途をつけることとする。 

また、各施策の事業費、財源内訳などの予算編成状況を、予算要求時及び予算案決定

時に公表することとする。 


